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重要な会計方針 

１  重要な会計方針  

    平成17年1月21日付けで一部改正された土地開発公社経理基準要綱による。 

２  たな卸資産の評価基準及び評価方法 

（1） 公有用地 … 個別法の原価法による。 

（2） 完成土地等 … 個別法の低価法（切り放し方式）による。 

３  固定資産の減価償却の方法 

（1） 有形固定資産 … 定額法による。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の方法による。 

（2） 有形固定資産（土地） … 減損額については、当該資産の取得原価から直接控除している。 

（3） 無形固定資産 … ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法による。 

４  引当金の計上基準 

（1） 賞与引当金 … 職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に対応するものを計上している。 

（2） 退職給付引当金 … 職員の退職給付に備えるため、簡便法により当期末における整理退職による退職給付債務額に基づき計上し

ている。 

５  その他財務諸表作成のための基本となる重要事項 

（1） 消費税等について … 税込み方式による。 

 

貸借対照表に関する注記 

１ 流動資産の範囲 

満期保有目的以外で保有する有価証券 … 保有有価証券（国債及び地方債）は、満期保有目的以外で保有する有価証券であり、現金

及び預金に含め、償却原価法（定額法）により計上している。 
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【内訳】 

   （単位：円） 

種        類 帳  簿  価  額 時        価 評  価  損  益 

国        債  23,821,447,100 25,577,810,000 1,756,362,900 

地   方   債 300,522,694  317,440,000  16,917,306 

合        計 24,121,969,794 25,895,250,000 1,773,280,206 

 

※この有価証券は、広島県道路公社及び広島県住宅供給公社との協同運用に供したものであり、各公社の持分は以下のとおりである。 

【持分】 

   （単位：円） 

公 社 名 帳  簿  価  額 時        価 評  価  損  益 

広島県土地開発公社 17,221,969,794 18,995,250,000 1,773,280,206 

広 島 県 道 路 公 社 3,900,000,000 3,900,000,000 - 

広島県住宅供給公社 3,000,000,000 3,000,000,000 - 

合        計 24,121,969,794 25,895,250,000 1,773,280,206 

 

2  時価会計の適用による注記 

完成土地等について低価法（切り放し方式）を適用しているが、時価が簿価を下回らなかったため、実施に至らなかった。 

3   出資団体（県）に対する金銭債権 

公有地取得事業等に係る未収金 54,883,103円 

4 出資団体（県）に対する金銭債務 

長期借入金 1,532,676,933円 
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5 運用受託金 

広島県道路公社及び広島県住宅供給公社と締結した「資金運用に関する協定書」に基づく預り金である。 

【内訳】 

  広 島 県 道 路 公 社   3,900,000,000円 

  広島県住宅供給公社   3,000,000,000円 

6 担保に供している資産 

  （1）有価証券1,603,428,263円（帳簿価額）は、公共用地先行取得事業に係る借入金利低減のために短期借入金401,000,000円の担保

に供している。（特定当座勘定貸越） 

  （2）有価証券6,149,672,877円（帳簿価額）は、事務局統合している広島県住宅供給公社の金利削減のため、借入金5,518,574,000円

の担保に供している。（質権設定） 

     一方、この有価証券を担保に供することに対して、広島県住宅供給公社が保有する賃貸事業資産のうち、一般賃貸住宅、ケア付き

高齢者住宅及び賃貸施設合計23,669,596,951円(平成27年3月31日現在）に対して、6,200,000,000円の抵当権を設定し、保全

している。 

   

損益計算書に関する注記 

1 補助金等収益について 

補助金等収益は、県から統合事務局である当公社に派遣された職員の人件費のうち、広島県道路公社及び広島県住宅供給公社の負担分

を各公社から収入した額及び他公社が使用した固定資産の減価償却費相当額であり、販売費及び一般管理費の財源である。 

2 販売費及び一般管理費について 

販売費及び一般管理費67,556,504円のうち主要な科目は下記のとおり。 

人 件 費          59,411,325円 

負担金補助及び交付金    3,104,137円 

3 事業外収益 

【有価証券売却益】 
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 有価証券売却益 …  52,608,467円 

   有価証券売却益は、満期保有目的以外で保有する有価証券の売却に係るものである。 

【雑収益の内訳】 

光町土地賃貸料     …   2,823,240円 

退職給付引当金取崩益 …   592,318円 

4 出資団体（県）との取引額 

 事業収益のうち、212,829,579円 

 

追加情報の注記 

1 預金のペイオフへの対応状況 

現金及び預金の額  24,474,505,030円 

【対応状況】                                                                                                                                                                           

国債及び地方債の額  24,121,969,794円 

借入金との逆相殺による保護額   312,535,236円 

預金保険による保護額 40,000,000円 

ペイオフ対応未了額  0円 

2 事業執行状況の事業費と公有地取得事業費との差額について 

事業執行状況の事業費  559,116,956円 

公有地取得事業費 572,007,131円 

 差  額 12,890,175円 

 【内 訳】支払利息  2,459,889円 

          経費支出超過額 10,518,164円 

 運用益補てん額   △87,878円 

 


